
適切な支援・指導を行い 独立した生活を求めている障害者、あるいは家庭における介護が困難な障害者に対し、居室等を提供し、日
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 常生活及び社会適応に必要な各種援助を行い、経済的負担の軽減を図ります。
展開方向

自立した生活を求めている障害者、あるいは家庭における介護が困難な障害者がグループホーム・生活ホー 4月申請
ム等を利用した場合に、負担した家賃の一部を月額25,000円を限度として助成します。 7月、10月、1月、4月助成

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

グループホーム・生活ホーム等入居（家賃助成）者数 想定値 160当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 158

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100 100

令和 2年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100

令和 3年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100

自立した生活を望む障害者にとって、生活の場としてのグループホーム等は重要です。収入の少ない障害者の個人負担を軽減し
(7)事業実施上の課題と対応 、自立を支援するために今後も家賃を助成していきます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者グループホーム入居者家賃助成費 24,660 障害者グループホーム入居者家賃助成費 25,380 25,590 障害者グループホーム入居者家賃助成費 25,380 障害者グループホーム入居者家賃助成費 25,380

障害者グループホーム入居者家賃助成費 500
補正予算

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,660 合　　計 25,880 25,590 合　　計 25,380 合　　計 25,380
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 12,330 補助率 50 ％ 12,690 12,795 補助率 50 ％ 12,690 補助率 50 ％ 12,690
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,330 13,190 12,795 12,690 12,690

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.15 0.15 0.1 0.1
正職員人件費 880 1,320 1,320 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,540 27,200 26,910 26,260 26,260
(11)単位費用

170.27千円／人 170千円／人 170.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

独立した生活を求めて、グループホーム・生活ホームに入居する障害者の収入は、ほとんどが障害者基礎年金であり、そ ●①事前確認での想定どおり
れらの施設での障害者総合支援法の支給対象外のサービス利用料はかなりの経済的負担となっているのが現状です。そこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ でそれらの利用料の中でも大きな割合を占める住居費（家賃）について助成を行うことにより、利用者の経済的負担が軽 ○要
   背景は？(事業の必要性) 減でき、ひいては自立を促進することになります。また、グループホーム・生活ホームの利用を促進することにもつなが ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ります。 グループホーム等の利用について、経済的負担の軽減を図ることにより、自立した生活を促進することができる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 県の補助要綱に基づく助成制度のため、市が提供主体となる

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

家賃助成申請者に対して適切な助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 27,200 △1,660 26,910 98.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.37

％ 10万円 0.37 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者が地域で自立した生活を営むためには、グループホーム等の役割は重要であり、多くは年金や手当等により生活している。経済的負担を
軽減するために本事業は重要であり、今後も継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 382 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住まいの充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 グループホーム等入居者家賃の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,700 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 27,200 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し



指導を行い 障害を持つ方が社会生活を営む上で不可欠なコミュニケーション確保のため、障害のコミュニケーション支
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 援員の養成及び派遣を行い、必要な情報等を得ることができる体制を整備します。
展開方向

随時、障害者の情報保障をする。 ■手話通訳者派遣事業
■手話通訳者養成講座の開催 　4月・通訳者登録事務・派遣登録申請受付・決定　→随時派遣
■手話通訳者派遣事業 当該年度 ■手話通訳者設置事業　月～金午前9時から午後4時
■手話通訳者設置事業 執行計画 ■行政行事等への通訳者派遣事業　　随時

(3)事業内容 内　　容 ■要約筆記者派遣事業 ■手話通訳者養成講座の開催　平成３１年度は前期講習、２７回開催
■行政行事等への通訳者派遣事業 ■登録通訳者の現任研修

利用回数 想定値 210当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 210

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 90 100

令和 2年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 100

令和 3年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 100

聴覚障害者の社会参加のためには、コミュニケーション支援は重要な事業です。我孫子市の手話通訳者の登録者が少ないことか
(7)事業実施上の課題と対応 ら、千葉県が主催する手話通訳者養成講習会が開催されていましたが、平成２９年度から千葉県が実施しないことから、当市主 代替案検討 ○有 ●無

催で養成講座を実施することになりました。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

派遣事業費 627 派遣事業費 723 648 派遣事業費 723 派遣事業費 723
通訳者保険料 51 通訳者保険料 61 60 通訳者保険料 61 通訳者保険料 61
筆耕翻訳料 300 筆耕翻訳料 203 291 筆耕翻訳料 203 筆耕翻訳料 203
コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う
３号嘱託職員 3,610千円×1人 3,610 ３号嘱託職員 3,703千円×1人 3,703 3,464 ３号嘱託職員 3,703千円×1人 3,703 ３号嘱託職員 3,703千円×1人 3,703
手話通訳者講習会講師報償費 728 手話通訳者講習会講師報償費 740 629 手話通訳者講習会講師報償費 740 手話通訳者講習会講師報償費 740

実施内容 筆耕翻訳料　予算流用 98

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,316 合　　計 5,528 5,092 合　　計 5,430 合　　計 5,430
国庫支出金 補助率 31 ％ 1,666 補助率 31 ％ 1,683 1,578 補助率 31 ％ 1,683 補助率 31 ％ 1,683
県支出金 補助率 15.5 ％ 833 補助率 15.5 ％ 841 789 補助率 15.5 ％ 841 補助率 15.5 ％ 841
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,817 3,004 2,725 2,906 2,906

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 3,610 3,703 3,464 3,610 3,610
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,756 5,968 5,532 5,870 5,870
(11)単位費用

25.03千円／件 28.42千円／件 26.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手話通訳者や要約筆記奉仕員を派遣し、意思伝達の手段を確保することで、コミュニケーションに障害を有する方の情報 ●①事前確認での想定どおり
保障の推進を図っていく必要があります。又、聴覚障害者は、災害時の情報等緊急時や通常の社会生活を営むにあたって ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 近隣住民とのコミュニケーションが取りづらい等の不便を強いられていますので、ファックスやテレビ電話や携帯等を活 ○要
   背景は？(事業の必要性) 用し、情報保障をしていく必要があります。地域生活支援事業の必須事業です。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

聴覚障害者の方へ手話通訳者・要約筆記奉仕員を派遣することにより、住み慣れた地域での自立した生活や社会参加が推
進された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 手話通訳者派遣事業は、障害者総合支援法に基づく地域生活

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 支援事業の必須事業であり、市が主体となるものである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響で、派遣事業の中止を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 90
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,968 △212 5,532 92.69
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルスの影響で、派遣事業の中止を ●不要

新型コロナウイルスの影響で、派遣事業の中止を行った。 行った。

△3.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.68

％ 10万円 1.63 97.02

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は障害者総合支援法第77条に定められている地域生活支援事業の中の必須事業であり、聴覚障害者のコミュニケーション確保に有効な事
業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 385 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 コミュニケーション支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,870 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,968 千円 (うち人件費 440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・



し適切な支援・指導を行い 障害のある人が、自己決定に基づいた福祉サービスを利用できるようにすることで、障害のある人の自立を
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 支え、地域で安心して暮らしていくことができるようにする。
展開方向

障害者がヘルパー等介護給付を受ける為に、障害支援区分及び支給要否決定に関して、医師や福祉施設職員 ・認定審査会総会の開催
等で構成された審査会を開催し意見を聞くことが法令で定められているため、審査会を設置しその運営を行 ・障害者に関する研修会の開催
います。 当該年度 ・第１合議体審査会の開催
◆審査会の頻度　　月１回程度（年１４回） 執行計画 ・第２合議体審査会の開催 

(3)事業内容 内　　容 ◆委員構成　医師・施設職員・学識経験者・当事者団体・その他（５名） ・第３合議体審査会の開催
◆合議体数　３合議体
◆１回の審査件数　約２２．５件 審査件数 想定値 315当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 315

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100 100

令和 2年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100

令和 3年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100

障害者の特性に合ったサービス給付を行うために的確な認定を行うことが重要であり、障害者の特性について理解を図る研修等
(7)事業実施上の課題と対応 充実させる必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認定審査会委員報酬 1,320 認定審査会委員報酬 1,421 1,402 認定審査会委員報酬 1,421 認定審査会委員報酬 1,421
委員研修 305 委員研修 102 46 委員研修 102 委員研修 102
主治医意見書作成手数料 1,818 主治医意見書作成手数料 1,718 1,561 主治医意見書作成手数料 1,718 主治医意見書作成手数料 1,718
障害支援区分医師検査費用 181 障害支援区分医師検査費用 108 33 障害支援区分医師検査費用 108 障害支援区分医師検査費用 108
障害支援区分認定システム使用料 2,517 障害支援区分認定システム使用料 2,517 2,517 障害支援区分認定システム使用料 2,517 障害支援区分認定システム使用料 2,517
障害支援区分認定システム保守料 1,254 障害支援区分認定システム保守料 1,266 1,266 障害支援区分認定システム保守料 1,266 障害支援区分認定システム保守料 1,266
医師意見書返信用切手 40 医師意見書返信用切手 38 38 医師意見書返信用切手 38 医師意見書返信用切手 38

実施内容 認定審査会総会 305 226 認定審査会総会 305
医師意見書返信用封筒印刷 17 17

(8)施行事項
費　　用 障害支援区分認定システム元号改定作業 141 141

障害認定システムWin１０化対応費 390 390

予算(決算)額 合　　計 7,435 合　　計 8,023 7,637 合　　計 7,170 合　　計 7,475
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,435 8,023 7,637 7,170 7,475

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.05 1.3 1.3 1.15 1.15
正職員人件費 9,240 11,440 11,440 10,120 10,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,675 19,463 19,077 17,290 17,595
(11)単位費用

66.17千円／件 61.79千円／件 60.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

総合支援法第２１条「障害支援区分の認定」において、障害者がヘルパー等介護給付を受ける為に、障害支援区分及び支 ●①事前確認での想定どおり
給要否決定に関して、医師や福祉施設職員等で構成された審査会を開催し意見を聞くことが法令で定められているため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合法に定められた事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害支援区分を認定することは、法令で決められていること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 から、市以外の実施はできない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して適正に認定審査を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,463 △2,788 19,077 98.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△16.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.51

％ 10万円 0.52 101.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者等が福祉サービスを利用するために障害支援区分が必要であり、適正な支援区分の認定することで適正なサービスを提供することができ
るため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 390 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉サービスの充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 総合支援法認定審査会の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,073 千円 (うち人件費 11,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,463 千円 (うち人件費 11,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対



者手帳は、一定の障害の状態にあることを証する手段であり、手帳交付者が各種サービスを利用するこ
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 とによって、社会参加や自立を促進することを目的としています。
展開方向

・障害者（身体・知的・精神）手帳申請書及び添付書類の内容を確認 平成30年9月末時点
・千葉県への進達 身体障害者手帳　　所持者数　　3,490人
・手帳交付事務、台帳管理 当該年度 療育手帳　　所持者数　　940人
・自立支援医療（精神通院）の申請書類の確認及び千葉県への進達業務 執行計画 精神障害者保健福祉手帳　　所持者数　　949人

(3)事業内容 内　　容 ・自立支援医療受給者証交付 合計5,379人
手帳及び自立支援医療受給者証（新規・更新・変更等）進達　　（通年　3,300件程度）
手帳所持者数 想定値 5,500当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 5,615

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100 100

令和 2年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100

令和 3年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100

障害福祉サービスを受給するための根幹となる事務であり、手続のさらなる迅速化・適正化のために、手帳台帳システムをより
(7)事業実施上の課題と対応 効率的に活用し管理を行います。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務
手帳進達事務を行う2号嘱託職員 5,327 手帳進達事務を行う2号嘱託職員 手帳進達事務を行う2号嘱託職員 手帳進達事務を行う2号嘱託職員
（2人） 2,679千円×2人 5,358 5,149 2,679円×2人 5,358 2,679円×2人 5,358

臨時職員（産休対応1人） 2,172 1,943 精神通院受給者証送付通信運搬費 866 精神通院受給者証送付通信運搬費 866
精神通院受給者証送付通信運搬費 866 549
精神通院受給者証送付用封筒印刷 63 65

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,327 合　　計 8,459 7,706 合　　計 6,224 合　　計 6,224
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,327 8,459 7,706 6,224 6,224

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.3 0.75 0.75 1.3 1.3
正職員人件費 11,440 6,600 6,600 11,440 11,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,327 5,358 5,149 5,358 5,358
臨時職員賃金額 0 2,172 1,943 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,767 15,059 14,306 17,664 17,664
(11)単位費用

3.16千円／人 2.74千円／人 2.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法令等により、障害者手帳や自立支援医療受給者証の交付については、市町村が窓口をなることが定められています。障 ●①事前確認での想定どおり
害者手帳を身近な市町村で交付することにより、福祉サービスや制度の利用にきめ細かく、迅速につなげるためです。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

迅速な進達、適切な手帳交付により、福祉サービスの利用につなげることができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に基づき、市が実施しなければならないため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
国の法令に基づき実施している法定受託事務であるため、市民の参加はできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

迅速な進達、手帳交付事務を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,059 1,708 14,306 95
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

Ａ

10.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 Ａ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.66

％ 10万円 0.7 106.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手帳台帳システムを有効に活用しながら迅速で的確な進達業務を引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 394 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者手帳等の交付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,059 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害



障害児・者の保護者が生存中一定額の掛金を納付し、保護者が重度障害や死亡した場合に残された障害児・
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 者に終身一定額の年金を支給することにより、障害児・者の将来に対し保護者が抱く不安の軽減や障害児・
展開方向

者の生活の安定を図ります。
扶養年金加入の承認（不承認）等の事務を行い、加入者からの掛金を徴収し千葉県に送金、千葉県から送金 加入・脱退等にかかる事務（随時）、年金支給に関する事務（毎月）、掛金徴収に関する事務（毎月）、年
された年金を年金受給者に対し支払います。 金受給者現況届出書の提出に関する事務（年1回5月）、所得状況届出書の受理（年1回7月）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

心身障害者扶養年金加入者及び心身障害者扶養年金受給者数 想定値 74当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 73

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100 100

令和 2年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

令和 3年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

千葉県からの委任事務なので、今後は県の動向を踏まえた事業展開とします。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者扶養年金制度加入者負担金 27 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 27 27 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 27 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 27

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 27 合　　計 27 27 合　　計 27 合　　計 27
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27 27 27 27 27

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,347 1,347 1,347 1,347 1,347
(11)単位費用

18.2千円／人 18.2千円／人 18.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」により市町村が実施する事務と規定されているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例により、市町村が実施する事務と定められているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例により、市町村

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が実施する事務と定められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に基づき、適正な事務処理を行った
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,347 0 1,347 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.42

％ 10万円 7.42 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき、適正な事務処理を行った。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 395 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者扶養年金事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,347 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い



・指導を行い 障害者支援施設に通所している者又は通所者の扶養義務者に対し、通所に要する費用を助成することにより
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 、通所者の属する家庭の生活の安定と福祉の増進を図ることができます。
展開方向

【対象】生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、地域活動支援センター、福祉作業所等への通 7月・10月・1月・4月にそれぞれ前3か月分を各通所施設より報告された通所日数に応じて助成
所者で、通所のために鉄道、路線バス、自動車、自動二輪車又は原動機付自転車を利用する者またはその扶
養義務者 当該年度
【内容】鉄道、路線バス利用者：交通機関の月額定期代を22で除して得た額又は往復運賃のいずれか少ない 執行計画

(3)事業内容 内　　容 額。ただし、最も経済的な通常の経路及び方法により算定するものとし、障害者割引が適用される場合は、
当該適用後の額により算定する。
自動車、自動二輪及び原動機付自転車利用者：片道２㎞ごとに日額５０円（自動二輪及び原動機付自転車は 通所交通費助成者数 想定値 274当該年度
２㎞以上の場合４分の１の額）を助成する。 単位 人

活動結果指標 実績値 233

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100 100

令和 2年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100

令和 3年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100

　以前は近隣に通える事業所が少なく、情報提供も少ない中で利用者自身が事業所を探して通う利用者が多数いた。そのため、
(7)事業実施上の課題と対応 通所への負担も大きかったが、相談支援事業所が設置され、相談支援専門員が計画を立てる段階で情報提供し、近隣に事業所が 代替案検討 ○有 ●無

増加したことや近隣で通える事業所を選択できるようになったことなど、利用者の実態に合わせた通所の支援をしていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者通所交通費助成費 12,771 心身障害者通所交通費助成費 13,702 12,795 心身障害者通所交通費助成費 12,742 心身障害者通所交通費助成費 12,742
心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う
2号嘱託職員　2,446千円×0.5人 1,223 2号嘱託職員　2,446千円×0.5人 1,223 1,162 2号嘱託職員　2,446千円×0.5人 1,223 2号嘱託職員　2,446千円×0.5人 1,223

心身障害者通所交通費助成費補正予算 960

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,994 合　　計 15,885 13,957 合　　計 13,965 合　　計 13,965
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,994 15,885 13,957 13,965 13,965

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,223 1,223 1,162 1,223 1,223
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,874 16,765 14,837 14,845 14,845
(11)単位費用

64.67千円／人 61.19千円／人 63.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の障害者支援施設等では、通園バスが導入されている施設もありますが、通所する障害者によっては公共の交通機関 ●①事前確認での想定どおり
の利用を支援し、社会性の向上を図る必要性がある方もいます。また、経済的負担の軽減を図り、生活の安定を図るだけ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ではなく、日中活動や社会参加の支援を推進していくためにも必要な助成です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

通所に要する費用の助成を行い、障害のある方の日中活動や社会参加の推進をすることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業であるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業であるため、市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請者に対して適切な助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,765 △1,891 14,837 88.5
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

３月補正予算で予算額増加し、また新型コロナウィルスにより、利用者
の通所日数が減ったため。

△12.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ３月補正予算で予算額増加し、また新型コロナウィルス

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 により、利用者の通所日数が減ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.6

％ 10万円 0.67 111.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者の通所施設等を利用する者の経済的負担を軽減し、日中活動や社会参加を推進するため、申請者に対して適切な助成を行った。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 396 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者通所交通費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,845 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,765 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援



在宅で障害児・者を介護している保護者が、疾病等の理由により家庭内での介護が困難となり、障害児・者
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 を一時的に有料で介護人に委託した場合に、介護委託料及び介護証明手数料の一部を助成することで、障害
展開方向

児・者及び保護者の福祉の向上を図ります。
助成対象となる保護者：本市に住所を有し、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を 助成申請書は、随時受付
受けている障害児（者）を家庭内において介護している者。 8月・12月・4月に助成
助成の対象となる介護人：福祉に理解と熱意を有するもの。（ただし、障害者（児）と同一の住居に居住し 当該年度
、かつ、生計を一にしている者及び二親等内の直系血族及び直系姻族並びに配偶者は、除く） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 （地域生活支援事業で提供される「日中一時支援事業」は所得等に応じた利用者負担額を設定したため、本
助成の対象外）　　助成金額：4時間未満の委託⇒日額2,500円以内　4時間以上の委託⇒日額5,000円以内
年間50,000円を限度に助成　　　助成方法：保護者が介護委託をした場合、介護委託時間及び介護委託料を 一時介護助成利用者数 想定値 41当該年度
介護人に証明してもらった助成申請書を提出し、4か月分をまとめて、銀行振込 単位 人

活動結果指標 実績値 30

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 40 41

令和 2年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 41

令和 3年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 41

利用者は年々減少傾向にあるが、介護者の疾病などによる緊急対応や一時的な介護負担の軽減など、セーフティネットとしての
(7)事業実施上の課題と対応 性質を持つ事業であり、現行どおり事業を継続していきます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者（児）一時介護助成費 1,170 心身障害者（児）一時介護助成費 1,230 909 心身障害者（児）一時介護助成費 1,230 心身障害者（児）一時介護助成費 1,230

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,170 合　　計 1,230 909 合　　計 1,230 合　　計 1,230
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,170 1,230 909 1,230 1,230

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,610 1,670 1,349 1,670 1,670
(11)単位費用

46千円／人 40.73千円／人 44.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害児（者）の福祉サービスは、制度の改正に合わせて必要なときに必要なサービスを受けられる体制を整えてきたが、 ●①事前確認での想定どおり
それだけでは充足しきれないニーズに機敏に対応するため、本制度があります。保護者が介護疲れにより、リフレッシュ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ したい時等身近な知り合いや近所の人にも障害児（者）の介護を委託可能にする本制度は、障害児（者）を介護する家族 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、障害児（者）本人にとって必要なサービスです。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害のある方の保護者等の介護疲れを等を解消するため、必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業であるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 41 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よりも申請者数が少なかっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 30 73.17

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,670 △60 1,349 80.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よりも申請者数が
少なかったため。

△3.73

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 りも申請者数が少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.46

人 10万円 2.22 90.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
この事業は、個人宅への預かりにおいても適用されることから法定事業等では充当できないものであり、セーフティーネットとしての側面もあ
ることから必要性は高く引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 397 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者（児）一時介護料の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,670 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い



を行い 障害を持つ方の一時支援の場を提供し、家族や介護者の一時的な休息を可能にすることや、事情により介護
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 や見守り等ができないとき、一時的に過ごすことのできる場所やサービスを地域で保障することで、保護者
展開方向

やその家族がともに安心して暮らしていけるようにします。
障害を持つ方の日中の一時支援の場を提供し、家族や介護者の一時的な休息を可能にすることや、事情によ 日中の一時支援
り介護見守り等がにできないとき、一時的に過ごすことのできる場所やサービスを地域で保障することで、 利用申請受付　随時　利用決定　随時　決定通知書の交付　随時
保護者やその家族がともに安心して暮していけるようにします。日中（午前７時～午後７時）の一時支援は 当該年度 事業所への委託料の支払い　毎月　必要に応じた委託契約の実施
、市と委託契約した事業所において実施しています。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

一時支援事業の年間実利用人数 想定値 140当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 190

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 140 140

令和 2年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 160

令和 3年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 165

障害者の社会参加と家族の介護負担軽減や家族の就労を支援するためには重要な事業です。今後もサービスの充実を図るために
(7)事業実施上の課題と対応 も、事業者の拡大等について検討していきます。１８歳未満の障害児童については、「放課後等児童デイサービス」を利用でき 代替案検討 ○有 ●無

るため、対象児童の適切なアセスメントに努める必要があります。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

日中一時支援事業委託料 37,152 日中一時支援事業委託料 36,960 37,720 日中一時支援事業委託料 36,960 日中一時支援事業委託料 36,960
日中一時支援事業を行う2号嘱託職員 日中一時支援事業を行う2号嘱託職員 日中一時支援事業を行う2号嘱託職員 日中一時支援事業を行う2号嘱託職員
2,446千円×0.5人 1,223 2,446千円×0.5人 1,223 1,162 2,446千円×0.5人 1,223 2,446千円×0.5人 1,223

日中一時支援事業委託料補正予算 2,500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 38,375 合　　計 40,683 38,882 合　　計 38,183 合　　計 38,183
国庫支出金 補助率 30 ％ 11,517 補助率 31 ％ 11,836 12,053 補助率 31 ％ 11,836 補助率 0 ％ 11,836
県支出金 補助率 15 ％ 5,758 補助率 15.5 ％ 5,918 6,026 補助率 15.5 ％ 5,918 補助率 0 ％ 5,918
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 21,100 22,929 20,803 20,429 20,429

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,223 1,223 1,162 1,223 1,223
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 39,255 41,563 39,762 39,063 39,063
(11)単位費用

230.91千円／人 296.88千円／人 209.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

日中の一時支援は、障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられています。通所サービス利用後や、休日の一時 ●①事前確認での想定どおり
支援の場は、ニーズの高いものになっています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者やその家族がともに安心して暮らしていくために、日中一時支援事業はニーズが高く、有効な事業であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者総合支援法に定められた地域生活支援事業であり、市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 以外の実施は困難である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
140 140 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当事業が利用者、事業者への理解が深まり普及したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 190 135.71
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 41,563 △2,308 39,762 95.67
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当事業が利用者、事業者への理解が深まり普及したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

人 10万円 0.48 141.18

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童福祉法に基づく放課後等デイサービスと障害支援法に基づく本事業を効果的・効率的に利用してもらえるように、それぞれの役割分担を明
確にし、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 398 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害児者一時支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 39,063 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 41,563 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導



な支援・指導を行い 事業者の適切な指定と、指定事業の実施について指導及び命令を行います。
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

我孫子市に事業所を置く、指定障害福祉サービス事業者（居宅介護・短期入所・共同生活援助・相談支援事 サービス事業所の実地指導・・・18事業所（月約2事業所）
業）の監査及び指定に関する権限を平成19年4月から、千葉県から移譲を受けたことにより、所定の事務を
行います。 当該年度
障害者総合支援法に規定されている事務事業のうち千葉県より権限移譲されている対象事業に対してＬＧＷ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ＡＮ-ＡＳＰサービスを利用した指定事業所管理システムを使用し、指定情報を管理します。

実地指導の件数 想定値 18当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 17

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 18 18

令和 2年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 19

令和 3年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 20

平成29年10月の時点で市内の指定及び実地指導権限を持つ事業所が42事業所でとなっており、3年に1回の監査基準を満たすため
(7)事業実施上の課題と対応 には年間14事業所程度監査を実施する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害福祉サービス事業者指定事務 障害福祉サービス事業者指定事務 0 障害福祉サービス事業者指定事務 障害福祉サービス事業者指定事務
障害者総合支援法指定事業所管理 0
システム改修委託料 550 216

障害者総合支援法指定事業所管理 障害者総合支援法指定事業所管理 0 障害者総合支援法指定事業所管理 障害者総合支援法指定事業所管理
システム使用料 648 システム使用料 654 654 システム使用料 654 システム使用料 654

実施内容
29年度当初予算外採用分　雇用保険料 9

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 657 合　　計 1,204 870 合　　計 654 合　　計 654
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 657 1,204 870 654 654

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.35 1.2 1.2 1.2 1.2
正職員人件費 11,880 10,560 10,560 10,560 10,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,537 11,764 11,430 11,214 11,214
(11)単位費用

659.84千円／件 653.56千円／件 672.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者及び相談支援事業を行う者の指定等の事務及び監査等を実施する ●①事前確認での想定どおり
ことで、自立支援給付対象サービス等の質の確保及び自立支援給付の適正化を図ることを目的としています。なお、「千 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成12年3月24日条例1号）」に基づき指定及び監査に関する権 ○要
   背景は？(事業の必要性) 限を千葉県から移譲されて実施しているものです。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

引き続き、県からの権限移譲事務を実施しました。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法に基づき自治体が実施するものです。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 18 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画通りに指導を実施しました。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 17 94.44
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,764 773 11,430 97.16
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

件 10万円 0.15 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
千葉県の特例条例により権限移譲されているため、今後も市が関係法令を適切に解釈しながら事業所が安定して継続したサービスを提供できる
ように、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 400 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 権限移譲に伴う障害福祉サービス事業者指定事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,764 千円 (うち人件費 10,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切



導を行い 身体・知的または精神に中～重度の障害を有する20歳未満の児童を監護する父または母、若しくは父母にか
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 わって児童を養育している者へ手当を支給することにより、障害児の生活の向上に寄与し、福祉の増進を図
展開方向

ります。
①手当の認定や手当額の改定の請求の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事務 ①手当の認定や手当額の改定の請求の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事務（随時）
②届出事項の変更や所得状況、障害状態の届出等の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事 ②届出事項の変更の届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務
務 当該年度 ③所得状況の届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務（8月11日～9月10日）
③手当に関する通知書や証書の送付に関する事務 執行計画 ④障害状態に関する届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務（7月、11月、3月）

(3)事業内容 内　　容 ④手当に関する証書の記載事項の訂正に関する事務 ③手当に関する通知書や証書の交付に関する事務（随時）
④手当に関する証書の記載事項の訂正に関する事務（随時）
手当受給権者数 想定値 220当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 198

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100 100

令和 2年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

令和 3年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

国からの法定受託事務のため、今後も継続して事業を行います。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務

事務取扱交付金　 事務取扱交付金 事務取扱交付金
1,838円×220人＝404,360円 1,838円×220人＝404,360円 1,838円×220人＝404,360円
（人件費比率15.3％） （人件費比率15.3％） （人件費比率15.3％）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 453 補助率 15.3 ％ 404 362 補助率 15.3 ％ 404 補助率 15.3 ％ 404
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △453 △404 △362 △404 △404

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640
(11)単位費用

10.56千円／人 12千円／人 13.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法第2条第9項第1号に定める第1号法定受託事務であるため ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治法第2条第9項第1号に定める法定受託事務であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方自治法第2条第9項第1号に定める法定受託事務であるた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に基づき適正に事務を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,640 0 2,640 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.79

％ 10万円 3.79 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地方自治法第2条第9項第1号に定める法定受託事務であるため、適正に事業を継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 401 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 特別児童扶養手当法定受託事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 厚生労働省 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,640 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指



行い 外出が困難な障害者に対して、施設等で作った弁
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 当を定期的に届けることで、安否確認及び栄養バランスの良い食事を提供する。また、理容業者を派遣し、
展開方向

障害者宅で理髪を行うことで、本人及び介護者の外出介護の軽減を図ることを目的とする。
【配食サービス】 【配食サービス】決定された週当たりの回数により、定期的に配食サービスを提供します。
　障害者のみの世帯又は日中長時間独居で生活する障害者で、安否の確認が必要な者に対して、栄養のバラ 【理髪サービス】発行された理容料助成券の枚数範囲内で対象者が理容技術者に理髪サービスを依頼、理容
ンスのとれた弁当を提供する。配食回数については本人の身体定状況により、決定する。 当該年度 技術者が随時訪問し、理髪サービスを提供します。
【理髪サービス】 執行計画 　７月、１０月、１月、４月に我孫子理容組合長からの請求に基づき、理容料の市助成額を支払います。

(3)事業内容 内　　容 　外出が困難で、家族等の介護だけでは理髪を行なうことが困難な身体障害者に対して理髪サービスを提供 【訪問入浴サービス】委託契約した市内３事業者がおおむね週１回の割合で利用者宅を訪問し、入浴サービ
する。利用回数は年間４回（１年度で４枚理容料助成券を発行） スを実施します。
【訪問入浴サービス】 サービス利用者数 想定値 23当該年度
　重度の身体障害者等のうち、１人もしくは家族等の介助だけでは自宅での入浴が困難な者に対し、移動入 単位 人

活動結果指標 実績値 20浴車で自宅まで搬入し介護士とヘルパーの介助により寝たままの状態で入浴を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100 100
。

令和 2年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100
。

令和 3年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100
。
理髪サービスについては、年々利用者が減少している。また、民間の理容店や美容室等でも訪問サービスしているところも増加

(7)事業実施上の課題と対応 している傾向にあり今後見直しが必要と考える。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

理髪サービス派遣報償費 108 理髪サービス派遣報償費 108 54 理髪サービス派遣報償費 108 理髪サービス派遣報償費 108
配食サービス委託料 810 配食サービス委託料 654 508 配食サービス委託料 654 配食サービス委託料 654
訪問入浴サービス 8,400 訪問入浴サービス 7,525 6,583 訪問入浴サービス 7,525 訪問入浴サービス 7,525

訪問入浴サービス　予算流用 △361

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,318 合　　計 7,926 7,145 合　　計 8,287 合　　計 8,287
国庫支出金 補助率 28 ％ 2,604 補助率 28 ％ 2,332 0 補助率 28 ％ 2,332 補助率 28 ％ 2,332
県支出金 補助率 14 ％ 1,302 補助率 14 ％ 1,166 0 補助率 14 ％ 1,166 補助率 14 ％ 1,166
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,412 4,428 7,145 4,789 4,789

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,758 8,366 7,585 8,727 8,727
(11)単位費用

390.32千円／人 363.74千円／人 379.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　重度の障害者等が在宅での日常生活を送る上で、入浴や栄養バランスのとれた食事を提供するサービスはなくてはなら ●①事前確認での想定どおり
ない事業と考えられます。また、外出が困難な重度障害者宅へ理容業者が訪問し散髪を実施することにより、本人及び介 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 護者の負担を軽減できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

重度の障害者について在宅の日常生活を支援するためには、バランスのとれた食事のサービス、理髪サービス、入浴サー
ビスを提供し、利用者本人の生活の質の向上及び家族の負担軽減を図るうえで重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者総合支援法に定められた事業であり、市が実施主体で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用者に適切にサービスを提供できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,366 1,392 7,585 90.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

死亡等による利用者数の減少があり、事業費が減少した。

14.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 死亡等による利用者数の減少があり、事業費が減少した

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.2

％ 10万円 1.32 110

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
寝たきり等の重度障碍者に対し、入浴や理髪を自宅で行うことは介護負担が大きい。また、バランスのとれた食事を提供することで健康を維持
することができ、地域で生活する基盤を形成するため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 402 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 在宅サービス支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,727 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,366 千円 (うち人件費 440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を



適切な支援・指導を行い タクシー利用時に料金の一部を助成し、重度障害者の外出や社会参加を支援します。
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

重度の心身障害者に対し福祉タクシー券を交付し、外出時に市と契約したタクシー事業者を利用したときに タクシー券交付
、乗務員に券を渡すことによって、タクシーの初乗り料金分を差し引いて支払うことができる制度です。又 償還払い分助成　利用者からの申請により、毎月助成
、我孫子市では、契約外の事業者（主に市外事業者）を利用したときに、領収書と券を対にして市に申請す 当該年度 タクシー事業者支払分　事業所からの請求により、毎月支払い
ることで、償還払いも受けることができます。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ■対象者　　重度身体障害者　重度知的障害者　重度精神障害者
■交付枚数　年間４８枚（透析者は年間９６枚）
■助成額　タクシー券１枚につき初乗り料金分 タクシー券交付人数 想定値 1,100当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 999

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者にタクシー券を交付し、外出や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 1,007 1,100

令和 2年度 対象者にタクシー券を交付し、外出時や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 1,150

令和 3年度 対象者にタクシー券を交付し、外出時や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 1,200

障害者の社会参加や通院等の移動手段を確保をするため、タクシー初乗り料金を助成しています。タクシー券の利用とタクシー
(7)事業実施上の課題と対応 事業者の障害者１割引制度を併用する等、効率的な支援を実施しています。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

償還払い分助成費 1,936 償還払い分助成費 1,286 771 償還払い分助成費 1,286 償還払い分助成費 1,286
タクシー事業者利用助成費 12,277 タクシー事業者利用助成費 12,927 10,591 タクシー事業者利用助成費 12,927 タクシー事業者利用助成費 12,927
タクシー利用券印刷 157 タクシー利用券印刷 160 187 タクシー利用券印刷 160 タクシー利用券印刷 160
福祉タクシー券ナンバリング委託料 50 福祉タクシー券ナンバリング委託料 50 64 福祉タクシー券ナンバリング委託料 50 福祉タクシー券ナンバリング委託料 50

タクシー事業者利用助成費補正予算 △1,328
タクシー事業者利用助成費予算流用 △518

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14,420 合　　計 12,577 11,613 合　　計 14,423 合　　計 14,423
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14,420 12,577 11,613 14,423 14,423

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.3 0.3 0.35 0.35
正職員人件費 3,960 2,640 2,640 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,380 15,217 14,253 17,503 17,503
(11)単位費用

16.71千円／人 13.83千円／人 14.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市は幅員の狭い道路が多くあるため、バスの運行ルートが制限され、国道を中心にバス停が設置されていることか ●①事前確認での想定どおり
ら、ドアｔｏドアでのタクシー利用は、車イス者や視覚障害者、内部障害による歩行制限がされている方々にとって、有 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 効な交通手段です。福祉タクシー助成事業は、通院等をはじめとした外出の機会を支援し、障害者の日常生活の利便を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) ることにより、障害がある方の社会参加を促進する必要な事業です。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

福祉タクシー券の交付により、重度障害者の社会参加を支援することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業であるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の助成事業であるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,007 1,100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

福祉タクシー券の利用希望者に対して、想定通り交付を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 999 90.82
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,217 3,163 14,253 93.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 初乗り運賃改定により、2、3月の助成額が大きく ●不要

令和2年2月に初乗り運賃が500円に改定され、助成額が下がったことが 減少した。
大きな理由。

17.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.23

人 10万円 7.01 96.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害のある方の社会参加等の促進及び経済的負担の軽減につながり、住み慣れた地域で自立した生活が営めるという施策の目標に貢献する事業
であるため、継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 403 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉タクシー初乗り料金の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,063 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,217 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し



援・指導を行い 重度の障害により日常生活において常時特別の介護を必要とする状態にある最重度の障害児・者に対して手
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 当を支給することにより、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。
展開方向

対象者 5月・8月・11月・2月に手当を支給
①基準に該当する最重度の障害を持つ20歳未満の者
②基準に該当する最重度の障害を持つ20歳以上の者 当該年度
※①②とも所得が一定以内であること、施設入所していないこと 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※②は3ヶ月を超えて入院していないこと
支給金額:①障害児福祉手当　月額14,600円　②特別障害者手当　月額26,830円　（経過的福祉手当　月額1
4,600円） 支給方法:3か月分をまとめて、銀行振込 手当受給者数 想定値 125当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 122

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100 100

令和 2年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

令和 3年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

国からの法定受託事務のため、今後も継続して事業を行います。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特別障害者手当 24,129 特別障害者手当 23,600 20,477 特別障害者手当 23,600 特別障害者手当 23,600
障害児福祉手当 9,098 障害児福祉手当 8,790 7,665 障害児福祉手当 8,790 障害児福祉手当 8,790
経過的福祉手当 350 経過的福祉手当 352 355 経過的福祉手当 352 経過的福祉手当 352

特別障害者手当補正予算 △3,000
障害児福祉手当補正予算 △1,100
障害児福祉手当予算流用 △3

実施内容 経過的福祉手当予算流用 3

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33,577 合　　計 28,642 28,497 合　　計 32,742 合　　計 32,742
国庫支出金 補助率 75 ％ 25,182 補助率 75 ％ 24,556 21,320 補助率 75 ％ 24,556 補助率 75 ％ 24,556
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,395 4,086 7,177 8,186 8,186

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 37,097 32,162 32,017 36,262 36,262
(11)単位費用

287.57千円／人 257.3千円／人 262.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた制度であるため、市が実施機関となっています。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた事業で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、適正な事務処理を行ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 32,162 4,935 32,017 99.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

福祉手当の給付（国）の当初の見積より少なかったため。

13.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 当初見積よりも、支出額が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

％ 10万円 0.31 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、引き続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 404 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉手当の給付（国） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 36,262 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 32,162 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支



支援・指導を行い 心身障害児、心身障害者、知的障害者、ねたきり身体障害者及び寝たきり高齢者等に対して福祉手当を支給
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 することにより、その生活の安定と福祉の向上を図ります。
展開方向

【対象者】重度の障害を持つ心身障害児・心身障害者・知的障害者・ねたきり身体障害者・精神障害者・ね 9月・3月に手当を支給
たきり高齢者等（各種制限有）
【支給金額】心身障害児・知的障害者・ねたきり身体障害者　月額8,650円　心身障害者・ねたきり高齢者 当該年度
等・精神障害者　月額6,500円　（所得制限あり一部該当者は半額支給） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 【支給方法】6か月分をまとめて、銀行振込

福祉手当受給者数 想定値 775当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 737

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100 100

令和 2年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

令和 3年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

障害者に手当を給付することで生活の安定化を図ることができるため、今後も引き続き所得制限の導入を継続して適正な給付を
(7)事業実施上の課題と対応 実施していきます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅知的障害者福祉手当 9,757 在宅知的障害者福祉手当 9,965 9,291 在宅知的障害者福祉手当 9,965 在宅知的障害者福祉手当 9,965
在宅身体障害者福祉手当 46,449 在宅身体障害者福祉手当 46,488 44,289 在宅身体障害者福祉手当 46,488 在宅身体障害者福祉手当 46,488
在宅ねたきり高齢者等福祉手当 936 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624 397 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624
心身障害児福祉手当 1,246 心身障害児福祉手当 1,505 1,601 心身障害児福祉手当 1,505 心身障害児福祉手当 1,505
現況届等送付通信運搬費 148 現況届等送付通信運搬費 148 96 現況届等送付通信運搬費 148 現況届等送付通信運搬費 148
障害者福祉手当システム保守料 130 障害者福祉手当システム保守料 306 306 障害者福祉手当システム保守料 396 障害者福祉手当システム保守料 396
福祉手当窓付封筒印刷費 142 福祉手当窓付封筒印刷費 142 143 福祉手当窓付封筒印刷費 142 福祉手当窓付封筒印刷費 142

実施内容
在宅身体障害者福祉手当補正予算 △1,000

(8)施行事項
費　　用 在宅身体障害者福祉手当予算流用 △2,000

予算(決算)額 合　　計 58,808 合　　計 56,178 56,123 合　　計 59,268 合　　計 59,268
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 8 ％ 4,878 補助率 8 ％ 4,982 4,494 補助率 8 ％ 4,982 補助率 8 ％ 4,982
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 53,930 51,196 51,629 54,286 54,286

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,520 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 62,328 59,258 59,203 62,348 62,348
(11)単位費用

81.26千円／人 76.46千円／人 80.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　重度の在宅低所得障害者（児）の生活の安定と福祉の向上を図るために、福祉手当を支給します。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

在宅の重度障害者で低所得者への給付に重点を置き、生活の安定と福祉の向上を図ることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 重度障害者への給付制度であり、市以外は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して適切な給付を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 59,258 3,070 59,203 99.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.17

％ 10万円 0.17 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
重度障害を持つ在宅低所得者（児）の生活の安定と福祉の向上を図ることができた。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 405 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉手当の給付（市） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 62,258 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 59,258 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な



適切な支援・指導を行い 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、地域生活支援事業のサービスの平成３０年度から平成３２年
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 度までの提供体制の確保や充実のための目標値や方策を定め、計画の推進を図ります。
展開方向

この計画は、障害者総合支援法第88条第1項に基づく「障害福祉計画」と障害者基本法第11条に基づく「障 我孫子市障害者プランの進捗状況の報告及び進行管理・点検について、障害者総合支援法に基づき設置され
害者計画」を一体的に策定した計画であり、ともに法律で定められた計画です。 ている自立支援協議会で行います。
障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等を通じて、平成３０年度の地域移行や就労移行等の目標値を 当該年度
定めるとともに、目標に向けた平成３０年度から平成３２年度までの各障害福祉サービスや地域生活支援事 執行計画

(3)事業内容 内　　容 業のサービス提供見込量等を定めた我孫子市障害者プランに沿ってサービス提供の推進を図ります。

計画数値の達成率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 99

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 ％ 93 100

令和 2年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 ％ 100

令和 3年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 % 100

我孫子市障害者プランの推進を図るために、自立支援協議会に図りながら適切な進行管理を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市障害者プランの進行管理 我孫子市障害者プランの進行管理 0 我孫子市障害者プラン策定・進行管理 我孫子市障害者プランの進行管理
＊ 障害者プラン印刷製本費 108
＊ 障害者プランアンケート返信用封筒印刷 26
＊ 障害者プランアンケート送付 90
＊ 障害者プランアンケート返信 64
＊ 障害者プラン作成業務委託 4,680

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 4,968 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 4,968 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.9 0.15
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 7,920 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,320 1,320 12,888 1,320
(11)単位費用

13.2千円／％ 13.2千円／％ 13.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

この計画は、障害者総合支援法第88条第1項に基づく「障害福祉計画」と障害者基本法第11条に基づく「障害者計画」を ●①事前確認での想定どおり
一体的に策定した計画であり、ともに法律で定められた計画である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自立支援協議会を核として、事業者、関係機関、関係団体等と連携を取りながら計画を推進した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律により定められた計画であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 障害者プランの進捗状況や進行管理について、自立支援協議 障害者プラン策定時に障害者本人、障害者団体、障害福祉サ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 会や市内障害福祉関係団体から意見聴取を行う。 ービス事業者へのアンケートを実施した。また、自立支援協 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 議会の意見を伺い内容へ反映させた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
93 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画の進行管理を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99 99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,320 0 1,320 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.58

％ 10万円 7.5 98.94

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者基本法に基づく障害者計画と障害者総合計画に基づく障害福祉計画を一体的に策定した我孫子市障害者プラン（平成30年度から令和2年
度）に基づき、サービス提供体制を整備し引き続き継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 406 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者プランの策定・推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成30年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,320 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し



援・指導を行い ①重度身体障害者が、自ら所有し運転する自動車を改造又は購入する場合に、それに要する経費の一部を助
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 成することにより、重度身体障害者の社会参加の促進を図ります。　②障害者に対して自動車運転免許の取
展開方向

得に要する費用の一部を助成し、障害者の就労等社会活動への参加を促進することを目的とします。
①重度障害者が、自ら所有し運転する自動車の操向装置（ハンドル）及び駆動装置（アクセル及びブレーキ ４月～３月
）等の改造に要する経費を1人あたり10万円を限度に助成します。 制度の周知・申請受付・支給
②障害者が運転免許取得に直接要した費用の3分の2以内とし、1人あたり10万円を限度に助成します。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

運転免許取得数助成人数・改造助成人数の計 想定値 4当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100 100

令和 2年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100

令和 3年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100

車両の改造や運転免許取得に対する助成は、移動が困難な障害者にとって就労や社会参加をするためにも有効な事業です。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自動車運転免許費用助成費 200 自動車運転免許費用助成費 200 200 自動車運転免許費用助成費 200 自動車運転免許費用助成費 200
自動車改造助成費 200 自動車改造助成費 200 317 自動車改造助成費 200 自動車改造助成費 200

自動車運転免許費用助成費（予算流用） 100
自動車改造助成費（予算流用） 117

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 617 517 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 617 517 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 840 1,057 957 840 840
(11)単位費用

210千円／人 264.25千円／人 191.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

①移動が不自由な身体障害者が自ら運転する車両を、個々の障害の状態にあわせて改造することにより、社会参加や就労 ●①事前確認での想定どおり
等行うときの移動手段を確保することができます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ②身体や知的、精神に障害があるために、社会参加や就労活動等が制限されている方に対し、自動車運転免許取得費用を ○要
   背景は？(事業の必要性) 助成することによって、移動手段の確保により社会との繋がりができることや自動車を利用した職種に就労できる可能性 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

が拡大されます。 障害者の社会参加を促進するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業のため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業であるため市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響で、自動車教習所が閉鎖され、申請者が自動車運転免
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 83 120.48

許を取得することができなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,057 △217 957 90.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスの影響で、自動車教習所が閉鎖され、申請者が自動
車運転免許を取得することができなかった。

△25.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 運転免許費用助成について、免許の取得ができない申請

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 者がいた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.46

％ 10万円 8.67 109.11

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
社会参加や就労支援の促進を図るためには必要な事業であり、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 407 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 自動車改造及び運転免許取得への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 840 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,057 千円 (うち人件費 440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支



業者に対し適切な支援・指導を行い 障害児・者が、自己決定に基づいて必要な福祉サービスを利用できるようにすることで、障害児・者の自立
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 を支え、地域で安心して暮らしていくことができるようにします。
展開方向

障害のある人からの福祉サービス利用相談・申請を受け、次の手順で必要性を総合的に判定し、サービスの サービスの支給決定及び障害者受給者証及び決定通知発行　年間約件
支給決定を行います。①サービスの利用意向聴取及び障害がある人の心身の状況や生活状況等の調査　②障 障害者自立支援給付費国保連支払事務　毎月　月平均900件
害支援区分の判定　③障害支援区分の認定　④サービスの支給決定　⑤受給者証の発行 当該年度 新規事業者への請求事務説明　随時
支給決定されたサービスの利用に基づき、国保連合会を通じて各事業所へ毎月障害介護給付費等の支払を行 執行計画 自立支援医療（更生医療及び育成医療）の申請・決定・医療の給付　随時

(3)事業内容 内　　容 います。事業所のサービス提供がスムーズに行われるよう事業所への情報提供や指導、支援を随時行います <政策>新しい障害者福祉システムと住基システムとの連携に必要な作業を行う。
。自立支援医療（更生医療・育成医療）については、身体障害者が障害の程度を軽くしたり、取り除いたり
、障害の進行を防いだりする医療について、その医療費を所得水準に応じて給付します。 福祉サービス・自立支援医療（更生医療・育成医療）の実利用者人数 想定値 900当該年度
なお、平成31年8月に新システムへの移行を予定しています。 単位 人

活動結果指標 実績値 1,036債務負担行為　限度額：39,441千円　設定年度：平成30年度　支払年度：平成31年度から平成36年度まで

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100 100

令和 2年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100

令和 3年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100

自立支援給付事務が繁雑であるため、支給決定の迅速化や適正な給付をさらに推進します。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者自立支援給付費 1,639,403 障害者自立支援給付費 1,769,773 1,810,223 障害者自立支援給付費 1,769,773 障害者自立支援給付費 1,769,773
更生医療給付事業費 114,000 更生医療給付事業費 114,000 145,130 更生医療給付事業費 114,000 更生医療給付事業費 114,000
育成医療給付事業費 1,680 育成医療給付事業費 1,680 1,276 育成医療給付事業費 1,680 育成医療給付事業費 1,680
嘱託医報償費 264 嘱託医報償費 264 132 嘱託医報償費 264 嘱託医報償費 264
療養介護医療費 10,844 療養介護医療費 11,442 10,973 療養介護医療費 11,442 療養介護医療費 11,442
国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,140 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,435 1,776 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,435 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,435
光回線使用料 91 光回線使用料 82 82 光回線使用料 82 光回線使用料 82

実施内容 障害者総合検索システムリース 361 障害者総合検索システムリース 120 120
障害者自立支援システム保守料 1,938 障害者福祉システム保守業務委託料 1,895 1,895 障害者福祉システム保守業務委託料 1,782 障害者福祉システム保守業務委託料 1,782

(8)施行事項
費　　用 自立支援給付事務を行う2号嘱託1人 2,668 自立支援給付事務を行う2号嘱託1人 2,679 2,649 自立支援給付事務を行う2号嘱託1人 2,679 自立支援給付事務を行う2号嘱託1人 2,679

＊ 障害福祉システム賃貸借 0 障害者福祉システム賃貸借 3,602 3,602 障害者福祉システム賃貸借 5,403 障害者福祉システム賃貸借 5,403
【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年）
限度額：39,441千円 ※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※障害者福祉手当システム賃貸借含む
※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※重度障害者医療費システム賃貸借含む ※重度障害者医療費システム賃貸借含む ※重度障害者医療費システム賃貸借含む
※重度障害者医療費システム賃貸借含む

障害者福祉システム元号改修委託料 1,322 1,322
更生医療給付事業費補正予算 38,740
障害者自立支援給付費補正予算 25,000
障害者自立支援給付費予算流用 15,518

予算(決算)額 合　　計 1,772,389 合　　計 1,987,552 1,979,180 合　　計 1,908,540 合　　計 1,908,540
国庫支出金 補助率 50 ％ 882,962 補助率 50 ％ 948,447 989,590 補助率 50 ％ 948,447 補助率 50 ％ 948,447
県支出金 補助率 25 ％ 441,480 補助率 25 ％ 474,223 494,795 補助率 25 ％ 474,223 補助率 25 ％ 474,223
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 447,947 564,882 494,795 485,870 485,870

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.45 1.7 1.7 1.55 1.55
正職員人件費 12,760 14,960 14,960 13,640 13,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,668 2,679 2,649 2,679 2,679
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,785,149 2,002,512 1,994,140 1,922,180 1,922,180
(11)単位費用

2,231.44千円／人 2,225.01千円／人 1,924.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者自立支援給付事務は、障害者が地域で安心して暮らしていくために必要な事業であり、障害者が自ら福祉サービス ●①事前確認での想定どおり
を選択した給付申請に基づき、必要なサービスを給付することで、障害者の自立や生活を支えていく必要があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、その費用は障害者総合支援法の規定により、本人負担分以外は国、県、市で費用負担しなければならない事業です ○要
   背景は？(事業の必要性) 。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法に基づく給付費であり、障害のある方が地域で安心して生活するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令で定められた事業であり、市が実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に定められた基準により実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,002,512 △217,363 1,994,140 99.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△12.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初の想定を上回る利用実績となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 0.01 +∞

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害を持つ方が地域で自立した生活を営むため、今後も円滑な事業を行える体制を維持していくため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 409 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者自立支援給付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,923,254 千円 (うち人件費 14,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,002,512 千円 (うち人件費 14,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事



行い 視覚障害者の働く場として、我孫子市老人福祉センターつつじ荘及び我孫子市西部福祉センターでのマッサ
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 ージ業を提供することにより、視覚障害者の自立の促進や福祉の増進を図ることができます。
展開方向

対象：市内に住所を有する視覚障害者で、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第３ 視覚障害者マッサージ師の派遣
条の３第２項に規定するあん摩マッサージ指圧師の免許証を有する者のうち、我孫子市老人福祉センターつ 我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会の調整により年間を通じて随時実施
つじ荘及び我孫子市西部福祉センターにて福祉センターの利用者にマッサージを行うことを希望する者で、 当該年度 派遣事業費の支払
登録を申請し、登録決定された者 執行計画 4月、6月、8月、10月、12月、2月に我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会からの請求により支払

(3)事業内容 内　　容 内容：登録された視覚障害者マッサージ師が、我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会の調整のも います。
と、我孫子市老人福祉センターつつじ荘及び我孫子市西部福祉センターにて福祉センターの利用者にマッサ
ージを実施します。 視覚障害者の働く場の確保 想定値 6当該年度
事業費の支払：マッサージ師１人につき１日2,850円を我孫子市視覚障害者マッサージ師派遣事業費として 単位 人

活動結果指標 実績値 5支払います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師の人数 人 6 6

令和 2年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師登録人数 人 6

令和 3年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師登録人数 人 6

　視覚障害者の就労環境の整備では、当面実施が必要な事業であり、より効果的な事業となるよう、ＰＲを強化します。また、
(7)事業実施上の課題と対応 利用者増に向けた実施方法や場所について、マッサージ師派遣の会と協議・検討を行います。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 1,397 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,710 合　　計 1,710 1,397 合　　計 1,710 合　　計 1,710
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,710 1,710 1,397 1,710 1,710

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,150 2,150 1,837 2,150 2,150
(11)単位費用

358.33千円／人 358.33千円／人 367.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　視覚障害者の就業については、近年、パソコン等の情報支援機器の普及により、これらを活用するなどをして雇用をめ ●①事前確認での想定どおり
ぐる環境も変化してきていますが、これまで重度の視覚障害者は、身体障害者の中でも一般雇用の割合は低く、あん摩マ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ッサージ指圧、針、灸を中心とする自営に従事する方が多くいます。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　このような状況にある中、あん摩マッサージ指圧、針、灸業に晴眼者の進出等による施術料収入の減少などの課題があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ることから、視覚障害者の就労の場の確保と、収入の安定を図る必要があります。 視覚障害者の就労機会の確保及び経済的な支援のため必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 視覚障害者の働く場を提供し、報償費を支払う事業であるた □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 視覚障害者の就労機会の確保及び経済的な支援のための助成

□提供主体が市しかない め。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事業であり、市以外の実施は困難である。
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

登録者数の減少。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 83.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,150 0 1,837 85.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

登録者数の減少。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

人 10万円 0.27 96.43

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
視覚障害者の就労を確保し、社会参加を支援することから引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 411 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害を持つ方の働く場の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 視覚障害者マッサージ師の派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,150 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を



対し適切な支援・指導を行い 医療的支援が必要な重度の障害者（児）の医療機関への受診の機会を確保し、健康保持を増進します。また
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 、電算処理システムを活用することで、助成対象者の資格審査事務の適正化、助成額計算処理の簡素化及び
展開方向

県補助申請等事務の効率化を図ります。
疾病又は負傷について保険医療を受けた重度の障害者（児）が医療機関で診療を受けた場合、保険診療によ ◎対象者の認定　・医療費助成対象者の資格認定（随時）・医療費助成決定通知書・受給券・停止通知書の
る自己負担額を助成します。重度障害者医療費助成システムを活用し、重度障害者医療費助成対象者の資格 発行（７月）
認定を適正に行うとともに事務処理の効率化を図ります。 当該年度 ◎助成事務　助成申請：随時　医療費給付：申請月の翌月末

執行計画
(3)事業内容 内　　容

重度障害者（児）医療費給付者数 想定値 1,650当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,590

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100 100

令和 2年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100

令和 3年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100

重度心身障害者の健康維持のために受診の機会を確保するためには重要な事業です。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

重度障害者（児）医療費給付費 218,400 重度障害者（児）医療費給付費 213,600 196,197 重度障害者（児）医療費給付費 213,600 重度障害者（児）医療費給付費 213,600
重度障害者医療費助成システム使用料 1,555 重度障害者医療費助成システム使用料 297 297
重度障害者医療費システム保守料 713 重度障害者医療費システム保守料 851 851 重度障害者医療費システム保守料 924 重度障害者医療費システム保守料 924
重度医療決定通知送付 137 重度医療決定通知送付 137 113 重度医療決定通知送付 137 重度医療決定通知送付 137
重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う
2号嘱託職員1人　2,685千円×1人 2,685 2号嘱託職員1人　2,701千円×1人 2,701 2,633 2号嘱託職員1人　2,701千円×1人 2,701 2号嘱託職員1人　2,701千円×1人 2,701
重度医療費手数料 2,820 重度医療費手数料 2,940 2,784 重度医療費手数料 2,940 重度医療費手数料 2,940

実施内容
重度障害者（児）医療費給付費補正予算 △5,000

(8)施行事項
費　　用 重度障害者（児）医療費給付費予算流用 △12,400

予算(決算)額 合　　計 226,310 合　　計 203,126 202,875 合　　計 220,302 合　　計 220,302
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 44 ％ 100,655 補助率 45 ％ 96,371 91,293 補助率 45 ％ 96,371 補助率 45 ％ 96,371
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 114,935 96,035 99,851 113,211 113,211

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 10,720 □特会 □受益 □基金 ■その他 10,720 11,731 □特会 □受益 □基金 ■その他 10,720 □特会 □受益 □基金 □その他 10,720
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,160 6,160 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,685 2,701 2,633 2,701 2,701
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 232,470 209,286 209,035 226,462 226,462
(11)単位費用

143.5千円／人 126.84千円／人 131.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

重度の障害者（児）は、日常生活を営む上で常に医療的なケアが必要となっており、その頻度も通常の場合よりも多く、 ●①事前確認での想定どおり
これらの診療における医療費の自己負担が経済的な負担となっています。このため、重度の障害者（児）に対し、受診の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 機会を確保し、健康を維持するために受診時の医療費を助成する制度が必要です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

重度障害者の医療費の自己負担額を助成することで、受診機会の確保と経済的負担が軽減できる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 重度障害者への保険診療分の自己負担額の助成制度であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市以外の実施は困難。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して適正に助成を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 209,286 23,184 209,035 99.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 65歳以上の新規手帳取得者を対象外としたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
受診機会の確保と経済的負担の軽減を図るために、重度障害者の医療費の自己負担額を助成する当該事業を継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 413 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 重度障害者（児）医療費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 226,686 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 209,286 千円 (うち人件費 6,160 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に



日常生活を営むために住宅の一部を改造する必要がある場合、当該障害者（児）又は同居す
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 る者に対して、改造費の一部を助成します。
展開方向

我孫子市障害者等住宅改造費助成規則に基づき、助成を行うことにより障害者世帯の経済的負担を軽減しま ・アプローチ　1件
す。
申請受付をし、審査、決定後、住宅の改造が行われ、適正に改造が行われたか現場での確認をした上で完了 当該年度
届をもらいます。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 完了届を基に助成金を交付します。

助成件数 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100 100

令和 2年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100

令和 3年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100

障害者が自宅を改造するときに、市がその費用を助成することで、地域で自立した生活を営むことが可能となります。しかし、
(7)事業実施上の課題と対応 日常生活用具給付事業においても住宅改造事業が実施されており、住宅改修事業の方が申請に関する制限も少ない状況です。専 代替案検討 ○有 ●無

門職との連携により効果的に実施する必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅改造費助成 100 住宅改造費助成 100 47 住宅改造費助成 100 住宅改造費助成 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 47 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 100 47 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 540 540 487 540 540
(11)単位費用

540千円／件 540千円／件 487
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害を受傷後の早期リハビリテーションや、障害の重度化を防ぐため、住宅を改造するときに改造費の一部を助成するこ ●①事前確認での想定どおり
とにより、地域での生活を継続して行うことができます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者の支援として必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業のため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の助成事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な助成事業を実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 540 0 487 90.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請内容が、想定を下回った。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請内容が、想定を下回った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 18.52

％ 10万円 20.53 110.85

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者が在宅での生活を維持するにあたり必要な事業であり、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 414 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者住宅改造費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 540 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害者（児）が



を行い 屋外での移動に困難がある障害児・者（未就学を除く）について、地域での自立生活及び社会参加を促すた
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 めに、市から委託した事業所において、外出を支援する事業を行ないます。
展開方向

ひとりで外出をすることが困難な障害者の移動を支援をするガイドヘルパー派遣を委託して事業を行います ・事業者委託契約の締結　２５事業者
。 ・申請及び決定事務　随時

当該年度 ・委託料の支払い（２５事業者）毎月
執行計画

(3)事業内容 内　　容

移動支援事業利用者数 想定値 250当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 253

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 253 250

令和 2年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 250

令和 3年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 250

障害者の社会参加と余暇活動を推進するには重要な事業です。今後もサービスの充実に努めるためにも、事業者の拡大等につい
(7)事業実施上の課題と対応 て検討していきます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者移動支援事業委託料 81,000 障害者移動支援事業委託料 80,000 72,217 障害者移動支援事業委託料 80,000 障害者移動支援事業委託料 80,000

障害者移動支援事業委託料補正予算 △5,000
障害者移動支援事業委託料予算流用 △600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 81,000 合　　計 74,400 72,217 合　　計 80,000 合　　計 80,000
国庫支出金 補助率 31 ％ 25,110 補助率 31 ％ 24,800 0 補助率 31 ％ 24,800 補助率 0 ％ 24,800
県支出金 補助率 15.5 ％ 12,555 補助率 15.5 ％ 12,400 0 補助率 15.5 ％ 12,400 補助率 0 ％ 12,400
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 43,335 37,200 72,217 42,800 42,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 81,440 74,840 72,657 80,440 80,440
(11)単位費用

296.15千円／人 299.36千円／人 287.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該事業は、障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられ、市の必須事業となっています。身体障害者、知的障 ●①事前確認での想定どおり
害者、精神障害者、難病患者、もしくはそれと同等の障害がある者が、ひとりで外出をすることは非常に困難なものであ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、移動の支援を行うことで、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出を容易にすることが ○要
   背景は？(事業の必要性) できます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられた必須事業であり、外出困難な障害のある方が社会参加や余暇活動
をするために、ガイドヘルパーを利用する制度はニーズが高く重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により実施主体が市と定められており、市以外の実施は

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 困難。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
253 250 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

本事業が利用者、事業者への理解が深まり普及したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 253 101.2
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 74,840 6,600 72,657 97.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 本事業が利用者、事業者への理解が深まり普及したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.33

人 10万円 0.35 106.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域生活支援事業の必須事業であり、障害のある方の社会参加や余暇活動を支援していくうえで、また移動困難者の生活を支援していくために
、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 416 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者移動支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 80,440 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 74,840 千円 (うち人件費 440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導



制を整備していきます。また、成年後見制 障害者等の自立した生活、社会参加の促進や家族の負担の軽減を図るために各種福祉サービスについての相
施策目的・

(2)目的 度の活用などにより、権利擁護の促進を図ります。 事業目的 談や情報提供を行い、障害者とその家族に適切な支援を行います。
展開方向

〈平成30年9末現在の障害者手帳所持者数〉 ・障害福祉サービスについての相談、各種申請の受付、審査、支給決定事務の実施（随時）
障害福祉支援課では、身体障害者が3,490名、知的障害者が940名、精神障害者が949名、また自立支援医療 ・「心の健康クラブ（月１回）」「心の相談（月１回）」「アルコール教室（月１回）」「メンタルヘルス
（精神通院）制度を利用している方が2,101名と、合計7,480名に対する以下の各種支援を実施しています。 当該年度 啓発講座（年１回）」の運営
・電話・来所・訪問による相談 執行計画 ・サービス等利用計画に基づく障害福祉サービスの支給決定事務

(3)事業内容 内　　容 ・障害福祉サービスの情報提供及び各種申請受付、審査、支給決定事務 ・民間の相談支援事業所との報告会の実施（月１回）
・障害者福祉団体等との連携と育成支援
・障害者（精神）に関する啓発及び相談事業（心の健康クラブ等）の運営 障害福祉サービスに対する相談件数(来所相談・電話相談・家庭訪問 想定値 30,000当該年度
また、平成25年度から民間の相談支援事業所へ相談業務の一部を委託し、連携しながら相談事業を実施して 等の件数)※基幹相談支援センターにおける相談件数 単位 件

活動結果指標 実績値 26,009います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 福祉サービスの周知を図り、必要なときにサービス提供ができるよう支援体制を確立します。民間の相談支援事業所との協力体 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 27,600 30,000
制の充実させていきます。

令和 2年度 福祉サービスの周知と民間相談支援事業所等の育成を引き続き図り、必要なときにどこでもサービス提供ができるよう支援体制 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 30,250
を確立します。

令和 3年度 福祉サービスの周知を図り、民間相談支援事業所との協働により必要なときにいつでも、サービス提供ができるよう支援体制を 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 30,500
確立します。
在宅医療や障害者の高齢化、発達障害者や難病等の新たな対象者の増加などにより、複雑かつ多様化する障害者のニーズへ対応

(7)事業実施上の課題と対応 するため、医療専門職や心理専門職の配置や民間の関係機関との連携について検討を行っていきます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 66 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 66 50 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 66 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 66
心の健康クラブ講師報償費 26 心の健康クラブ講師報償費 26 10 心の健康クラブ講師報償費 26 心の健康クラブ講師報償費 26
心の相談医師報償費 360 心の相談医師報償費 360 300 心の相談医師報償費 360 心の相談医師報償費 360
普通・研修旅費 95 普通・研修旅費 70 39 普通・研修旅費 70 普通・研修旅費 70
携帯電話使用料 75 携帯電話使用料 65 55 携帯電話使用料 65 携帯電話使用料 65
消耗品費 254 消耗品費 229 262 消耗品費 229 消耗品費 229
燃料費 180 燃料費 172 120 燃料費 172 燃料費 172

実施内容 公用車車検・定期点検料 140 公用車車検・定期点検料 168 125 公用車車検・定期点検料 168 公用車車検・定期点検料 168
自賠責保険料 26 自賠責保険料 51 51 自賠責保険料 51 自賠責保険料 51

(8)施行事項
費　　用 自動車重量税 17 自動車重量税 17 17 自動車重量税 17 自動車重量税 17

アルコール教室事業委託 84 アルコール教室事業委託 84 84 アルコール教室事業委託 84 アルコール教室事業委託 84
有料道路・駐車場使用料 28 有料道路・駐車場使用料 28 28 有料道路・駐車場使用料 28 有料道路・駐車場使用料 28
研修負担金 15 研修負担金 15 0 研修負担金 15 研修負担金 15
心の健康クラブ相談員報償費 36 心の健康クラブ相談員報償費 36 33 心の健康クラブ相談員報償費 36 心の健康クラブ相談員報償費 36
障害者相談員報償費 192 障害者相談員報償費 192 84 障害者相談員報償費 192 障害者相談員報償費 192
聴覚障害者用FAX通話料 78 聴覚障害者用FAX通話料 52 43 聴覚障害者用FAX通話料 52 聴覚障害者用FAX通話料 52
相談支援を行う2号嘱託1人・3号嘱託2人 8,783 相談支援を行う2号嘱託1人・3号嘱託2人 9,032 8,755 相談支援を行う2号嘱託1人・3号嘱託2人 9,032 相談支援を行う2号嘱託1人・3号嘱託2人 9,032
臨時職員賃金・共済費 1,993 臨時職員賃金・共済費1人 2,172 1,945 臨時職員賃金・共済費1人 2,172 臨時職員賃金・共済費1人 2,172
障害者啓発事業講演会報償費 50 障害者啓発事業講演会報償費 50 20 障害者啓発事業講演会報償費 50 障害者啓発事業講演会報償費 50
産休代替臨時職員賃金1人 3,229 消耗品費予算流用 46

予算(決算)額 合　　計 15,727 合　　計 12,931 12,021 合　　計 12,885 合　　計 12,885
国庫支出金 補助率 0.1 ％ 16 補助率 0.2 ％ 16 24 補助率 0.2 ％ 16 補助率 0.2 ％ 16
県支出金 補助率 0.05 ％ 8 補助率 0.08 ％ 8 10 補助率 0.08 ％ 8 補助率 0.08 ％ 8
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,703 12,907 11,987 12,861 12,861

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.3 2.5 2.5 2.8 2.8
正職員人件費 20,240 22,000 22,000 24,640 24,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 8,783 9,032 8,755 9,032 9,032
臨時職員賃金額 5,222 2,172 1,945 2,172 2,172

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 35,967 34,931 34,021 37,525 37,525
(11)単位費用

1.44千円／件 1.16千円／件 1.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者が地域で自立して生活を送るためには、日常生活に関する様々な相談を気軽にでき、必要な支援を行う場が非常に ●①事前確認での想定どおり
重要であり、障害者総合支援法においても地域の相談支援体制づくりが障害者の地域生活のために必要不可欠なものとさ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ れています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域生活で生じる様々な問題（虐待、近隣トラブル、生活困窮等）に対し、個々の状況に応じて相談支援事象所や関係機
関と連携して相談支援を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と民間の相談支援事業所、関係機関が情報を共有すること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 で、障害者のニーズに応じたきめ細やかなサービスを提供で
□その他 　促進された きる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 自立支援協議会の相談支援部会において、相談支援を行う上 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り での課題を抽出し、対応に反映させている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27,600 30,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談支援事業所や医療機関等と連携をとることにより、ニーズに応じて相談支援
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27,600 92

を行う体制をとっている。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 34,931 1,036 34,021 97.39
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 85.88

件 10万円 81.13 94.47

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域の相談支援事業所の利用が定着する中で、対応の困難な複雑化したケースへの対応が必要となっている。民間の相談支援事業所や、関係期
間と連携しながら相談体制を整備し、多様化するニーズに対応した相談を継続してい

様

く。

式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1378 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 相談、マネージメントの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害福祉サービス相談支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 2.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 34,885 千円 (うち人件費 22,000 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 34,931 千円 (うち人件費 22,000 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33301 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害者とその家族を支援するため、いつでも気軽に相談できる体



いす、装具、補聴器などの補装具費の支給、または紙おむつ、ストーマ装具等、障害のある方及び小児慢
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 性特定疾患児の方に対する日常生活用具の給付にかかる手続きと利用を勧め、障害のある方が自立した生活
展開方向

ができるようにします。
障害者総合支援法に基づき障害のある方が住みなれた地域で自立した生活を営むため、身体の一部を補完す ○相談・申請・受付事務　○自己負担額の算出後、給付決定通知・給付券等の発行　○事業者への公費の支
る補装具と、日常生活上の便宜を図る日常生活用具を給付する。 払い　＜補装具＞義肢・装具等，車いす・座位保持装置等，補聴器その他　＜日常生活用具＞介護・訓練支

当該年度 援用具（特殊寝台・移動移乗用具等），自立生活支援用具（入浴補助用具・歩行補助杖等），在宅療養等支
執行計画 援用具（ネブライザー・電気式たん吸引器等），情報・意思疎通支援用具（拡大読書器・デイジー録音再生

(3)事業内容 内　　容 機等），排泄管理支援用具（ストマ・紙おむつ等），住宅改修費他

給付券発行件数 想定値 3,200当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 2,985

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100 100

令和 2年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100

令和 3年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100

日常生活用具については、各メーカーが次々と新製品を製造しており、障害者のニーズに応じて、補助上限額の設定や対象用具
(7)事業実施上の課題と対応 の見直しの検討を適宜おこなっていく必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

補装具給付事業費 27,500 補装具給付事業費 27,250 26,978 補装具給付事業費 27,250 補装具給付事業費 27,250
日常生活用具給付費 28,350 日常生活用具給付費 34,530 33,712 日常生活用具給付費 34,530 日常生活用具給付費 34,530
補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う
2号嘱託職員1人 2,712千円×1人 2,712 2号嘱託職員1人 2,712千円×1人 2,712 2,444 2号嘱託職員1人 2,712千円×1人 2,712 2号嘱託職員1人 2,712千円×1人 2,712

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 58,562 合　　計 64,492 63,134 合　　計 64,492 合　　計 64,492
国庫支出金 補助率 38 ％ 22,539 補助率 39.3 ％ 24,329 23,839 補助率 38 ％ 24,329 補助率 0 ％ 24,329
県支出金 補助率 19 ％ 11,269 補助率 19.6 ％ 12,165 11,876 補助率 19 ％ 12,165 補助率 0 ％ 12,165
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,754 27,998 27,419 27,998 27,998

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.1 0.1 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 880 880 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,712 2,712 2,444 2,712 2,712
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 61,202 65,372 64,014 67,132 67,132
(11)単位費用

19.74千円／件 20.43千円／件 21.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

自立支援法に基づき、障害者等に補装具・日常生活用具を給付することは、障害者等の日常生活や社会生活の自立、社会 ●①事前確認での想定どおり
参加の促進及び介護者の負担軽減をするために必要な事業です。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法に定められた事業であり、障害者の自立と社会参加の促進に必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給付事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し適切な支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 65,372 △4,170 64,014 97.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

% 10万円 0.16 106.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害のある方の生活の便宜を図り、地域で自立した生活を支援するため重要な施策であり、引き続き継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1381 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉サービスの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 補装具・日常生活用具給付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 65,372 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 車



きます。また、成年後見制 障害を持つ方の自立した生活を支え、障害を持つ方の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケ
施策目的・

(2)目的 度の活用などにより、権利擁護の促進を図ります。 事業目的 アマネジメントによりきめ細かに支援を行うため、総合システムの導入による情報の一元化や相談員の増員
展開方向

等により、相談支援体制の強化を行う。
　平成30年9月末現在で、身体障害3,490名、知的障害940名、精神障害者949名の方が障害者手帳を所持して ・相談員研修（相談支援専門員研修・障害者支援利用計画研修・障害支援区分認定調査員研修等）
おり、また自立支援医療（精神通院）制度を利用されている方が2,101名と、合計7,480名に対する各種支援 ・市直営指定特定相談支援事業所の運営・障害福祉サービス事業所への相談支援事業所指定に関する支援
を実施しています。障害者への支援を迅速にかつ適切に実施するため、今後も継続して「総合相談システム 当該年度 ・相談支援事業の委託・障害支援区分認定調査の委託・障害者虐待防止窓口の運営
」を活用する。 執行計画 ・自立支援協議会事務局の運営

(3)事業内容 内　　容 　また、法の改正により全ての障害福祉サービス利用者へサービス等利用計画を作成するため、平成24年度 ・成年後見制度の利用促進を目的に要件に該当する対象者に報酬を扶助する。
に市直営の計画相談支援事業所を立ち上げ、平成25年度に民間相談支援事業所5箇所の設立を支援している
。今後も、民間相談支援事業所との連携により利用計画に基づいた相談支援事業を実施すると同時に、増加 民間障害者相談支援事業所相談件数 想定値 19,500当該年度
する障害者に対する相談支援体制を強化していく。 単位 件

活動結果指標 実績値 18,270　成年後見制度の活用の促進のため、制度の支援や報酬扶助等を実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 件 20,000 20,500

令和 2年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 件 21,000

令和 3年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 箇所 21,500

行政が保有する個人情報と民間相談事業所が保有する情報を区分けし、個人情報保護に努めていく。増加する障害者数や相談件
(7)事業実施上の課題と対応 数に対して、委託相談支援事業所の人員等の不足が懸念されることから、常に相談実態を把握しながら適正な人員配置について 代替案検討 ○有 ●無

検討していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

コピー機リース 219 コピー機リース 109 109 コピー機リース 109 コピー機リース 109
コピー機パフォーマンスチャージ 319 コピー機パフォーマンスチャージ 343 279 コピー機パフォーマンスチャージ 347 コピー機パフォーマンスチャージ 347
アドバイザー報償費 80 アドバイザー報償費 80 20 アドバイザー報償費 80 アドバイザー報償費 80

一時保護事業所委託料 65 一時保護事業所委託料 65 23 一時保護事業所委託料 65 一時保護事業所委託料 65
実施内容 障害支援区分認定調査委託料 1,714 障害支援区分認定調査委託料 2,142 1,870 障害支援区分認定調査委託料 2,142 障害支援区分認定調査委託料 2,142

障害者地域相談支援事業委託 29,817 障害者地域相談支援事業委託 29,860 29,860 障害者地域相談支援事業委託 29,903 障害者地域相談支援事業委託 29,903
(8)施行事項

費　　用
成年後見人申請用収入印紙 10 成年後見人申請用収入印紙 13 14 成年後見人申請用収入印紙 13 成年後見人申請用収入印紙 13
成年後見人報酬扶助 1,344 成年後見人報酬扶助 1,680 1,240 成年後見人報酬扶助 1,680 成年後見人報酬扶助 1,680
成年後見人制度用切手 16 成年後見人制度用切手 19 13 成年後見人制度用切手 19 成年後見人制度用切手 19

福祉のしおり印刷製本 490 452 福祉のしおり印刷製本（封筒印刷含む） 558
＊ 後見人等報酬扶助費対象拡大分 336 福祉のしおり発送（封緘、封入） 419 572 福祉のしおり発送（封緘、封入） 419

産休代替臨時職員賃金1人 3,229 あびこ障害福祉マップ印刷 14 18

予算(決算)額 合　　計 37,149 合　　計 35,234 34,470 合　　計 34,358 合　　計 35,335
国庫支出金 補助率 26.5 ％ 9,809 補助率 30.5 ％ 11,768 10,513 補助率 31 ％ 11,768 補助率 30.5 ％ 11,768
県支出金 補助率 13.2 ％ 4,904 補助率 15.3 ％ 5,884 5,274 補助率 15.6 ％ 5,884 補助率 15.3 ％ 5,884
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 22,122 17,312 18,683 16,436 17,413

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 314 □特会 □受益 □基金 ■その他 270 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 270 □特会 □受益 □基金 ■その他 270
換算人数(人) 0.8 2.4 2.4 1.7 1.7
正職員人件費 7,040 21,120 21,120 14,960 14,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 3,229 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 44,189 56,354 55,590 49,318 50,295
(11)単位費用

2.27千円／件 2.89千円／件 3.04
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

増え続ける障害者と法改正等もあり、今後も引き続き総合相談システムを活用して、迅速で適切な支援を実施していく必 ●①事前確認での想定どおり
要がある。また障害者個々にきめ細やかに対応するために、民間相談支援事業所と連携を密にし、身近な地域で相談支援 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を受けられる体制を確立していくことが重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

基幹相談支援センターを中心として、民間の相談支援事業所や関係機関との連携強化を図った。法改正に伴い、様々な研
修の機会を設け、相談支援専門員の技術向上を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 相談支援体制の強化は、法により市が実施主体となり、民間

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の相談支援事業所に相談事業を委託し協同で実施をしている
□その他 　促進された 。その結果、市民の身近なところできめ細やかな対応をする

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ことができた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 法令で定められている自立支援協議会本部会において、事業 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り の計画策定や進捗状況について随時市民の委員から意見を聞 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り きながら実施することができた。相談支援部会では、事例検 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 討を行い、市民の委員から助言をいただき支援に役立てるこ ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 とができた。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20,000 20,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

1件の対応時間が長くなることで総件数が予想よりも減少した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18,265 89.1
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 56,354 △12,165 55,590 98.64
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

△27.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 障害者数は増加しているが、1件の対応時間が長くなる

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ことで相談件数が予想よりも減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 36.38

件 10万円 32.86 90.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
相談支援事業の周知もされ、対応障害者数も年々増加している。今後も相談員のスキルアップ向上に努めつつ、民間相談支援事業所と連携を密
にして推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1882 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害福祉相談・支援体制の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者相談支援体制の強化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成30年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 2.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 56,354 千円 (うち人件費 21,120 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33301 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害者とその家族を支援するため、いつでも気軽に相談できる体制を整備してい



ス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害者等の地域社会における自立生活の場としての役割を果たしている障害者支援施設等の円滑な運営及び
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 施設整備に関する支援をし、障害者の社会参加の促進を図る。
展開方向

・障害者支援施設等の運営及び施設整備に補助金を交付することで、障害者が住み慣れた地域で自立した日 ①補助金交付申請及び決定（4月）　②前期補助金の交付（5月）　③後期補助金の交付（12月）　④補助金
常生活及び社会生活を営めるよう支援する。 の実績報告（3月）　⑤補助金の交付確定及び清算（4月）

当該年度 ＜政策＞平成31年7月に新たに就労継続支援Ｂ型事業所が設立される予定であるため、地域活動支援センタ
執行計画 ー等移行整備補助金にて建設を補助する。

(3)事業内容 内　　容

延べ利用者数（グループホーム・生活ホーム・地域活動支援センター 想定値 255当該年度
） 単位 人

活動結果指標 実績値 269

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 90 100

令和 2年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 100

令和 3年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 100

障害者の増加に伴い、障害者の日中活動の場と生活の場の確保は必要不可欠であり、今後も安定した運営を継続していくために
(7)事業実施上の課題と対応 財政的な支援を行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

グループホーム運営費補助 12,000 グループホーム運営費補助 12,000 9,385 グループホーム運営費補助 12,000 グループホーム運営費補助 12,000
地域活動支援センター運営費補助 64,430 地域活動支援センター運営費補助 53,275 53,100 地域活動支援センター運営費補助 53,275 地域活動支援センター運営費補助 53,275
生活ホーム運営費補助 6,132 生活ホーム運営費補助 6,132 5,694 生活ホーム運営費補助 6,132 生活ホーム運営費補助 6,132
地域活動支援ｾﾝﾀｰ法定移行ｾﾐﾅｰ 0
障害福祉事業所運営セミナー 0
福祉医療機構借入金利子補助 105 福祉医療機構借入金利子補助 90 83 福祉医療機構借入金利子補助 90 福祉医療機構借入金利子補助 90
地域活動支援センター等移行整備補助 0 ＊ 地域活動支援センター等移行整備補助 8,430 8,430 ＊ 地域活動支援センター等移行整備補助 39,600 ＊ 地域活動支援センター等移行整備補助 39,600

実施内容 ＊ グループホーム等整備事業補助金 7,140 グループホーム等整備事業補助金 0 グループホーム等整備事業補助金 0 グループホーム等整備事業補助金 0

(8)施行事項
費　　用 7,140 7,140

平成30年度繰越事業 0
地域活動支援センター等移行整備補助 0

＊ グループホーム等整備事業補助金 0

予算(決算)額 合　　計 89,807 合　　計 87,067 83,832 合　　計 111,097 合　　計 111,097
国庫支出金 補助率 3.6 ％ 3,255 補助率 2.4 ％ 2,906 2,011 補助率 2.4 ％ 2,906 補助率 2.4 ％ 2,906
県支出金 補助率 12.6 ％ 11,354 補助率 9.8 ％ 11,984 8,215 補助率 9.8 ％ 11,984 補助率 9.8 ％ 11,984
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 75,198 72,177 73,606 96,207 96,207

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.5 0.5
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 94,647 91,907 88,672 115,497 115,497
(11)単位費用

371.16千円／人 360.42千円／人 329.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害を持つ方が住みなれた地域で自立した生活を営むために、日中活動の場及び生活の場を確保する必要がある。しかし ●①事前確認での想定どおり
、増加する障害者数に対して、障害者福祉施設が不足することが予想され、新たな施設整備が望まれているが、市が整備 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の主体となることは財政的に困難であるため、法人等の民間活力を取り入れ行政との協力体制による事業展開を進めてい ○要
   背景は？(事業の必要性) く必要がある。民間事業所が新たな施設の設立支援や安定した運営を継続して行うための財政的な支援を行う。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

グループホーム等整備に対して財政的な支援を実施することで、障害のある方が住み慣れた地域で自立した生活を営むた
めに住まいの場を確保。平成30年度繰越分事業の実施。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 補助事業であるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 財政的な支援のため、市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度からの繰越分事業の実施。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98 98
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 91,907 2,740 88,672 96.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.09

％ 100万円 1.11 101.83

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者施設等の運営及び施設整備にに補助金を交付することで、障害のある方が住み慣れた地域で自立した生活を営むために住まいの場や日中
生活の場を確保するため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2072 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活や活動の場の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者支援施設等の整備・充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 84,767 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 91,907 千円 (うち人件費 4,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービ



指導を行い 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」第9
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 条に基づき、本市における障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進を図る。
展開方向

国、県の障害者優先調達推進法の方針や施策に基づき、本市の方針を策定します。また、年度ごとに庁内の 平成30年度の障害者就労支援施設等への調達実績の把握、平成31年度方針の策定及び目標額の設定を行う。
実績を取りまとめ、調達実績を作成します。方針と実績についてはホームページに公表する。 また、市内事業所の調達可能な物品等の把握とその庁内周知を図り、市内事業所の受注拡大の機会を創出し

当該年度 ていくため、我孫子市のホームページにおいて物品や役務等を紹介していく。
執行計画 ＜政策＞災害時に避難所において支援を必要としていることを健常者に知らせ、スムーズな避難誘導につな

(3)事業内容 内　　容 げるベストの作成を、市内の就労支援施設へ依頼し、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増
進を図る。
方針の策定、推進及び公表 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100 100

令和 2年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100

令和 3年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100

実績額を伸ばすために、調達可能な物品等の情報を職員が容易に取得できるよう周知方法を図ることで、実積率を上げる。また
(7)事業実施上の課題と対応 、広く市民にも情報を提供することができるように、我孫子市のホームページにおいて紹介する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

物品等の調達方針の策定・推進 物品等の調達方針の策定・推進 物品等の調達方針の策定・推進 物品等の調達方針の策定・推進
ホームページ更新業務委託 14 ホームページ更新業務委託 14 0 ホームページ更新業務委託 14 ホームページ更新業務委託 14

＊ 障害者災害時避難ベスト作成委託 375 375

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14 合　　計 389 375 合　　計 14 合　　計 14
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 187 187 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14 202 188 14 14

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 454 829 815 454 454
(11)単位費用

4.54千円／％ 8.29千円／％ 8.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「国等による障害者就労施設等からの物品調達の推進等に関する法律」第9条に定められているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国等による障害者就労施設等からの物品調達の推進等に関する法律第９条に定められているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により定められているため、市以外は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内の各部署へ協力依頼を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 829 △375 815 98.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△82.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 12.06

％ 10万円 12.27 101.74

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者就労施設等からの物品調達の推進を図ることにより、売り上げが増加することで障害者の工賃による収入の増加や作業意欲の向上に効果
が期待される。また法に定められた事業であり、引き続き当該事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2082 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者就労施設等からの物品等の調達方針の策定・推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 829 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・


